
1 
 

 
 
 
 
 

環境省 平成 25 年度 CO2 削減ポテンシャル診断・対策提案事業委託業務 

自治体 CO2 削減・節電ポテンシャル診断支援事業 

参加自治体 応募様式 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【提出書類一覧】 
様式１ 応募申請書 

様式２ 貴自治体の概要等 

様式３ 全体研修（講義・個別相談会）・個別診断への参加事業所の募集方法等 

様式４ 提出添付資料一覧 

 

添付書類 地球温暖化対策地方公共団体実行計画 

 地球温暖化対策計画書制度等の内容を確認できる資料 

 その他関連する資料 ※様式４に一覧を記載
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様式１ 

 

平成２５年○月○日 

環境省地球環境局 

地球温暖化対策課市場メカニズム室 御中 

 

（応募者） 

自治体名称 △△市 

部 署 名 環境局 温暖化対策課 

役職・氏名 温暖化対策課長 地球 花子 ○印  
 

自治体ＣＯ２削減・節電ポテンシャル診断支援事業 応募申請書 

 

募集要領に記載された事項を十分理解し、「自治体ＣＯ２削減・節電ポテンシャル診断支

援事業」に応募いたします。 

 

担当部署 環境局 温暖化対策課 

連絡先 

氏名 環境 太郎 

部署 環境局 温暖化対策課 事業者支援係 

役職 係員 

住所 
〒１２３－４５６７ ○○ 都・道 

府・○県  

△△市□□１丁目一番一号 

電話 0123-45-6789 

ファクシミリ 0123-45-6788 

電子メール kankyo-taro@aaaaa.aa.jp 

自治体種類 □都道府県   □政令指定都市   ■中核市 
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様式２ 

貴自治体の概要等 

貴自治体における地球

温暖化対策の概要 

・20XX 年に、環境保全に関する条例を改正し、温暖化対策を環 

境保全対策の一つとして位置づけた。 

・20XX 年に、○○計画書制度を運用し、事業者の対策実施を促 

進。 

自治体内事業所数 
（排出量 6,000t-CO2未満） 

産業部門 
3,000t 以上  1,111 事業所 

3,000t 未満  3,333 事業所 

業務部門 
3,000t 以上 1,234 事業所 

3,000t 未満 12,345 事業所 

診断に関する 

募集予定事業所数※ 
 

全体研修 

(個別相談会) 

産業部門 8 事業所 

業務部門 7 事業所 

個別診断 
産業部門 5 事業所 

業務部門 5 事業所 

自治体 CO2 ポテンシ

ャル診断支援事業に関

連する既存の取組 

例）事業者への省エネ

アドバイス等 

・○○計画書制度を 20XX 年より運用し、事業者の対策実施を促 

進している。 

・○○商工会と連携し、事業者に対する地球温暖化対策実施のア 

ドバイスや情報提供を行っている。 

事業参加を通じて達成

したい目標／克服した

い課題 

・上述の情報提供の機会において、事業者に対する知見の共有を 

図る。 

・診断結果の対策メニューについては、同業種に展開されるよう 

指導を行い、事業者の対策実施を支援する。 

事業参加に当たっての

要望、特記事項 

・全体研修の開催時期を、8 月下旬～9 月上旬としたい。 

※御記入いただく数字は想定の範囲で構いません。 
全体研修（個別相談会）の件数は最大 15 事業所程度を想定、個別診断の件数は最大 10 事業所（計測な

し：2 件、計測あり：8 件）を想定しておりますが、予算の範囲内で調整可能です（１件あたりの診断費

用の目安 計測無し：計測有り＝１：３）。 

 



自治体名称 △△市 

 

4 
 

様式３ 

全体研修（講義・個別相談会）・個別診断への参加事業所の募集方法等 

①全体研修（講義・個別相談会）・個別診断への参加事業所の募集方法 

（１）全体研修（講義）への参加事業所の募集方法 

○○商工会議所と連携し、参加事業所を募集する。 

 

 

（２）全体研修（個別相談会）への参加事業所の募集方法 

○○商工会議所と連携し、参加事業所を募集する。 

既に、興味を持っている事業者が約 15 社あり、これらの事業者は、全体研修・簡易診断へ

の応募が見込まれる。 

（３）個別診断への参加事業所の募集方法 

○○計画書制度の対象事業者等にメーリングリスト等を活用し周知し、参加事業所を募集

する。既に、興味を持っている事業者が約 10 社あり、これらの事業者は個別診断への応募

が見込まれる。 

 

②全体研修（講義・個別相談会）・個別診断のスケジュール（予定）（注） 

時期 内容 

９月 

 

 

１０月 

 

１１月 

 

１月 

・募集準備 

・事業所募集（○○商工会と連携） 

 

・全体研修実施（下旬～１１月上旬） 

 

・個別診断（～１月） 

 

・フォローアップ 

・取りまとめ 

（注）「参加自治体 募集要領」、p.3「（６）支援事業の実施スケジュール」に記載のスケジ

ュールを勘案して、全体のスケジュールを作成して下さい。
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様式４ 

提出添付資料一覧 

No. 資料名 

1 地球温暖化対策地方公共団体実行計画 

2 地球温暖化対策計画書制度等の内容を確認できる資料 

3 △△市環境保全に関する条例 

4  

5  

6  

7  

8  

9  

10  

 

【記入上の注意】 

①「地球温暖化対策地方公共団体実行計画」は必ず御提出下さい。 

②地球温暖化対策計画書制度あるいはこれに類する制度を運用している場合は内容を確認

できる資料（条例の当該部分、計画書様式など）を御提出下さい。 

③No.3 以降は、自治体 CO2 削減・節電ポテンシャル診断支援事業に関連する既存の取組

等、貴自治体の制度、事業、取組などを確認できる資料を記載して下さい。記載欄が不

足する場合は欄を追加し記載するか、複数枚に記載して下さい。 

 

 


